
 

 

 

長野市監査委員告示第15号 

 

地方自治法第 199条第14項及び第 252条の38第６項に基づき、長野市長から措置を

講じた旨の通知があったので、同項の規定によりその内容を公表します。 

 

令和２年８月25日 

 

長野市監査委員  西 島   勉  

同       原   剛  

同     小 林 義 直  

同     寺 沢 さゆり  

 

 

 

 



平成25年度 包括外部監査 分
当初措置状況
（26年度）

令和元年度の措置状況 担当課

20．水道料金
ア　簿外の債権管理について
【意見】
（報告書325ページ～326ペー
ジ）

　平成15年10月10日の最高裁判所において私債権とされた。長野市上下水道局では、
時効が到来した年度の翌年度当初、破産、所在不明、死亡等で、以降債権の回収が困
難な事例について、不納欠損処理し簿外で債権管理している。平成22年度末現在の時
効到来済債権残高は73,327,876円である。現在、長野市では私債権を議会の承認なく
債権放棄できる規定はなく、時効の援用のない債権について不納欠損処理し、簿外で債
権管理する方法をこのまま継続して続けることは簿外の債権が増え続け事務の負担を増
やし適切ではない。
「不納欠損処分は、会計上の処理であり、既に調定された歳入が徴収しえなくなったこと
を表示する決算上の取扱いであるから、時効により消滅した債権、放棄した債権等につ
いてこれを行うべきである。」（昭和27・6・12行政実例）、「仮に徴収可能な歳入につき
誤って不納欠損処理がされ、当該処理に係る不納欠損額を表示した決算について議会
の認定がされた場合であっても、復活して徴収することができる。」（水戸地裁平成19・8・
8）、実務上の私債権についての不納欠損処分は時効経過後に債務者の時効援用（民
法145条）、自治体としての債権放棄（地方自治法第96条1項10号）、債権者と履行延期
の特約を結び（地方自治法施行令第171条の6）、履行延期の特約後10年を経て、議会
の議決を経ず弁済の見込みがない場合に免除（地方自治法施行令第171条の7）でき
る。
　　簿外で管理している長野市水道料債権については、現在地方自治法第96条1項10号
で定める法律若しくはこれに基づく政令又は条例の定めがないので、適正な徴収努力を
しても実質的に徴収の見込みがなく、かつ、債務者の時効の援用が得られない場合は、
法的に債権を消滅させるために、「長野市上下水道局財務規程」の改正又は新しく債権
管理条例で定め法的に債権を消滅させることを検討すべきである。また、条例改正まで
は、簿外管理している債権の総額を上水道事業統計年報等において公表すべきであ
る。
　　例えば豊田市においては、時効期間が経過したものについては、債権が消滅してい
なくとも、会計上、不納欠損処理することにしたため、平成18年3月30日、同日施行で、豊
田市水道事業会計規程を下記のとおり改正した（実質的改正は下線部分追加）。　法令
若しくは条例又は議会の議決によって債権を放棄し、時効等により債権が消滅し、又は
収入の未納金で債権の時効期間が経過したものがある場合においては、振替伝票を発
行し、当該債権に係る調定年月日、金額、収入科目、調停後の経緯等を記載した文書を
添付し決定を受けなければならない。
　　また、伊勢崎市では、地方公営企業関係の債権管理に関する、対象事業の債権（消
滅時効について時効の援用を要しない債権を除く。）について消滅時効が完成したとき
は、債務者が時効の援用を行わない特別な理由があるときを除き、当該債権を放棄する
ことができることとされている。また債権放棄できる事例を「所在不明等」、「破産、倒産
等」、「死亡」、「その他」に分類し類型化している。

　水道料金は、地方自治体の金銭債権であるため、従
来、地方自治法の規定に基づき賦課徴収してきたが、
平成15年に最高裁は、「水道料金は、地方自治体の有
する金銭債権ではあるが、一般私企業の有する金銭債
権と異なるものではないため、民法の規定が適用され
る。」との考え方を示した。
　地方自治体の債権は、時効期間の満了と同時に消滅
することが地方自治法に規定されているが、民法上の
債権は、時効期間が満了しても、債務者が時効の利益
を主張（時効の援用）しなければ消滅しない。
　したがって、居所不明、死亡等により回収不能で、か
つ時効の援用が得られない水道料金は、いつまでも未
収金として計上され続けることになる。
　そのため、長野市では最高裁の決定以降、回収不能
になった水道料金を不納欠損処理し会計帳簿から削
除するとともに、その債権を帳簿外で管理する方法に
改めた。
　しかしながら、監査人の意見にあるとおり、簿外管理
債権は、年々累積していくため事務の負担は増大する
一方である。
　この問題を根本的に解決するためには、市が回収不
能になった債権を放棄する必要があるが、地方自治法
の規定では、議会の議決又は条例の制定が必要であ
る。
　この課題に取り組むため、現在、庁内関係課におい
て、私法上の債権管理に関する条例等について研究
を進めているところである。
また、簿外管理債権の概要については、今後、公表す
ることを予定している。

　適正な債権管理に向けて、遅延損害
金に関し必要な事項を定めるほか、適
正な手段を尽くしても徴収見込みがなく
時効を迎えた水道料金債権について、
条件を厳格に限定した上で、要件を満
たす債権を放棄できる規定を定めるた
め、長野市水道事業給水条例の改正
を行った（令和２年３月３０日施行）。

営業課

20．水道料金
エ　延滞金について【意見】
（報告書327ページ）

　水道料債権は最高裁判所の決定により私債権であることが確定したが、そ
れ以前は公債権として扱われていた。私債権であることから、延滞金の徴収
はされていないが、負担能力のある滞納者にとって、同時に徴収する下水道
料金との均衡、同じ私債権の扱いとの公平性、更に市の債権の収納率の向
上を図るために、「浜松市税外収入金の延滞金に関する条例」にあるように
水道料金についても、一定の減免できる理由を除き延滞金を徴収することが
できる規定を検討すべきである。

　水道料金は、私法上の債権であり、「市税以外の諸収
入金に対する手数料及び延滞金徴収条例」は適用さ
れないため、延滞金そのものを課すことはできないが、
期限までに納入した者との公平性を図るため、条例を
制定することにより、延滞金と類似した徴収金を設ける
ことは可能である。
　ただし、この徴収金を課すことについては、「21.下水
道使用料」のアで報告するように課題もあり、今後慎重
に検討する。

　適正な債権管理に向けて、遅延損害
金に関して必要な事項を定めるため、
長野市水道事業給水条例の改正を
行った（令和２年３月３０日施行）。

営業課

過去の監査結果に対する措置の通知書

指摘事項

1




